Construction of the "Post-Cold War Frame" to Climate Change Negotiations in the Last Years of the Cold War: An Analysis Using Japanese Newspapers by 永井 健太郎
１．研究背景と問題意識
　温室効果ガスを1990年度比－6％の削減をする
と京都議定書で約束し、日本は約束期間である
2008年から2012年の間でこの目標を達成するこ
とができた 1。この京都議定書は、1997年12月に
京都で開かれた第3回気候変動枠組条約締約国会
議（COP3）にて採択されたものだ。その基礎と
なる気候変動枠組条約は、1992年にブラジルで
開催された「環境と開発に関する国際連合会議」
（地球サミット）にて「気候変動に関する国際連
合枠組条約」として153ヶ国と当時のECによっ
て署名され、1994年に発効した。その後、政治
的にも社会的にも、地球サミットや京都会議、削
減目標の達成が注目されてきた。そして、現在は
ポスト京都をめぐる削減目標の設定へと交渉は進
んでいる。
　一方で、この条約の中身は、それ以前の気候変
動枠組条約交渉会議と一連の国際会議の中で議論
され、その骨子が作られたものである。しかし、
この条約案が議論されてきた時期はあまり振り返
られてはいない。そのような中で、一部の新聞記
者は、この当時を振り返って、冷戦が終結に向か
う国際状況のなかで、新しい不安要因として注目
された地球温暖化問題に対して、国際的に対応す
るための交渉が進められ、そして、地球温暖化問
題は「新しい問題」として語られていたという認
識を示している 2。しかし、1985年時点では、マ
ス・メディアには、「『温暖化』というテーマはな
かった」とも言われている3（竹内、1996:16）。
　地球温暖化問題はまさに冷戦の終焉期に突如と
して登場し、1988年には国際的な議題として議
論されるようになる。言い換えれば、1980年末
は、地球温暖化が国際社会、そして、日本社会で
初めて「問題」として認知され、議論された時期
である。本稿では、この冷戦終焉期に重なる気候
変動交渉をめぐる新聞報道に関して考察を加え
る。なぜならば、次の点が重要と考えられるから
だ。
　第一に、日本において初めて地球温暖化が社会
的に注目され、多く報道された時期であり、長期
的に見れば地球温暖化の「初期報道」とも言える
時期でもある。そのため、その後の報道を方向づ
ける重要な時期と考えられるためだ。
　次に、特にこの地球温暖化は、地球規模の問題
であり、この影響は、日本に限らず、世界的なレ
ベルで広がる。その中で、日本の新聞報道におい
て、どのように報道されていたのかを記述するこ
とはその後の地球温暖化問題の報道を分析するう
えで必要となるはずだ。そして、歴史的な変化の
中で日本の新聞が地球温暖化問題をどのように捉
えていたのかを考察することは、新聞の報道分析
において歴史的な文脈を参照することの重要性を
確認することにもなるだろう。
　以上の問題意識をもとに、本稿では、この時期
の「新しい問題」として登場した地球温暖化問題
に対する気候変動交渉の報道分析を行う。
２．先行研究
　地球温暖化に関する国際的な議論が冷戦終焉と
重なっていたのは歴史的な事実である。この点に
関しては、科学史研究者である米本（1994）の指
摘が参考になる。1988年後半に始まった国際政
治の大きな枠組の転換が「米ソ冷戦の終焉→地球
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温暖化問題の主題化」という流れであり（43）、
地球サミットまでの「4年間は、この2つ（冷戦
解体と地球環境問題の主題化）が密接に連関して
いた時期であり、この間の国際関係の構造変動は、
枠組み条約の成立そのものに象徴されている」
（86、（カッコ）は筆者加筆）。この変化にくわえ
て、核兵器の脅威に変わり地球温暖化の脅威が求
められたという（57）。確かに、冷戦終焉期と地
球温暖化の国際議題化は連関しているだろう。
　ところで、このような歴史的な事実と連関する
新聞報道の分析は行われてきたのだろうか。この
時期の日本の環境関連の報道に関して、Mikami
ら（1995）が1992年の地球サミットの前後の報
道を分析し、地球温暖化や熱帯林の伐採などのう
ち、どの環境問題が顕出的に取り上げられていた
かを分析しているものの、歴史的な文脈から報道
内容の分析は行なっていない。
　一方、米国での温暖化に関する報道研究では、
政治・行政関係者が多く取り上げられており、温
暖化の科学的な側面への言及が多かったことが示
されている（Trumbo, 1996）。そして、報道量が
増加する時期では、気候変動の影響や危険性に注
目していたが、その後、科学者間での論争へと注
目が移っていった（McMomas & Shanahan, 1999）。
くわえて、人為的な温室効果ガスの排出に起因す
る温暖化を支持する意見と、それを否定する意見
が両論併記される傾向が確認されている（Boykoff 
& Boykoff, 2004）。また、地球温暖化問題がどの
ような理由で注目されたのかという点でも研究が
行われている（Ungar, 1992; Ungar, 1994; Mazur, 
1998）。しかし、これらの研究では、前述したよ
うな歴史的な文脈と連動した形で報道が行われて
いたかどうかは議論されておらず、確認もされて
いない。新聞の支持政党が明確に報道内容に表れ
る英国では、新聞社の価値観やイデオロギー性の
違いが気候変動科学に対する解釈の違いとして現
れていることが指摘されているものの（Carvalho & 
Burgess, 2005: 1467）、本稿が対象とする1980年
代末において、冷戦終焉期に重なるという歴史的
な文脈から地球温暖化、気候変動問題の報道を分
析した研究は行われていない。
３．目的と方法
　そこで、本稿の目的は1980年代末に行われて
いた地球温暖化問題関連の日本の新聞報道を分析
し、冷戦終焉という大きな歴史的な文脈から報じ
られていたのかどうかを記述する 4。なお、本稿
は仮説検証的な研究ではなく、あくまでも質的に
観察し考察を加える仮説構築型の研究であること
を明記しておく。
　本稿では歴史的な事実との連関の中で、報道が
行われてきたのかを分析するために、フレームと
いう概念に着目し分析を行う。フレームとは一種
の分析のための概念であり、いくつかの特徴があ
る。
　まず、一つ目として、「選択と関係付け」であ
る。人は社会的な出来事を認識し理解する際に、
出来事の要素からいくつかの要素を選択し、ほか
の要素より顕出的に扱っている（Entman, 1993: 
52）。そして、それら選択された要素を関係付け
組織化することで、その出来事を語ることができ
るようになる（Manoff, 1987; Gamson et al., 1992: 
385, Reese, 2001; Lilleker, 2006: 82）。それは言い
換えれば、テキストに現れるフレームとは、理解
であり、説明である。人は理解できない出来事を
説明することはできない。もちろん、万物すべて
を理解しているなどということはありえない。人
は十全に理解できなくとも、理解できる要素を関
連付けることで説明を行っているのである。
Bovens & 't Hart（1996） が指摘するように、
「フレーミングするということは説明すること」
（129）なのである。つまり、フレーミングとは、
出来事の中の要素を選び出すことで、選択されな
かったものよりもそれらを顕出的に扱い、関係付
けることで、説明を可能にするものなのである。
　2つ目の特徴は、フレームは基準として作用す
るということである。関係付けられ、持続的に使
用されることで、そのフレームは、物事を記述す
る際の「基準」として参照されるようになる。そ
の基準から、出来事を構築された関係性の中に位
置づけることで、その出来事を評価する。
　そして、3つ目は、「可変性」である（Gamson, 
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1992: 384-385）。フレームは、一度構築されると
静的で普遍なものとして社会に蓄積されるのでは
なく、時間とともに変化する。それは新たな関係
付けが加わったり、あるフレームのみでは説明で
きない出来事が起こった時などに変容し、時とし
て意図的に関係付けが組み替えられ変容する。
　以上の特徴から、本稿ではフレームを次のよう
に定義する。フレームとは、ある社会的な出来事
を人が認識し解釈する際に行う分節化と選択、関
係付けの持続的で可変性のあるパターンである。
　この定義をもとに次のように報道を位置づけ
る。報道とは、社会的な出来事の説明であり、伝
達する行為である。したがって、メディアのフ
レームを分析するということは、ある出来事の報
道からその出来事に対してジャーナリストたちが
構築する説明や語りという組織化を記述すること
である。
　加えて、報道で行われる説明には2つの面があ
ると考えられる。一つは、その現場で起こった出
来事の説明である。もう一つは、その現場で起
こっている出来事をその場では起こってない出来
事と関連付けることである。人は思考により現場
で起こっている出来事と、別の場所で起こった出
来事、さらには、概念や価値観といった実態のな
いものとを結びつけることができる。この2つを
組み合わせることで、報道は出来事を伝えている
のである。
　本稿では特に後者の点に着目する。なぜなら
ば、歴史的な文脈を通してフレームが構築される
という視点に立つからである。フレーミング、つ
まり、出来事の関係付けにおいて、歴史的、文化
的な文脈の影響を考慮する重要性が指摘されてい
る(Gitlin, 1980:7; 鳥谷、2001:79; Reese, 2010; Van 
Gorp, 2010)。この指摘は、フレームの通時的な変
化を射程に入れたものである。一方、現在行われ
ているマス・メディアに対するフレーム分析の多
くは、共時的な視点から、特定の時期に観察され
るフレームを発見することを目的にしている。本
稿では、フレームの通時的な変化の中で、関係付
けにより新たなフレームが構築される点に焦点を
絞り記述していく。
　既に述べたように、 本稿では、1985 年から
1989年の間に行われていた地球環境問題関連の
日本の新聞報道を分析し、冷戦終焉という大きな
歴史的な文脈から報じられていたのかどうかを記
述し、フレームの構築過程を記述することが目的
である。
　まず、歴史的な事実をより広く整理しつつ、フ
レームが構築されたと考えられる時期の新聞報道
を分析し、その構築過程を記述していく。
　これらの作業は、筆者一人によってフレームを
質的に導出し確認するものである。よって、得ら
れた結果は再現性と信頼性がともに乏しいことを
強調しておく。しかし、紙面から本文を引用し、
その出典を示し、検証可能性が担保できるよう努
めた。また、紙面に書かれている内容や語義から
大きく飛躍した解釈はせず、現場での出来事とそ
れ以外の出来事や概念への関係づけに関する表現
を把握することに努め、妥当性が損なわれないよ
う配慮した。また、本研究では、後述する「ポス
ト冷戦フレーム」という一つのフレームを導出す
る。既存のフレーム分析では、記事一つに複数の
フレームが含まれると考え分析しているものある
（Semetko & Valkenburg, 2000: 95）。その一方で
記事にはフレームが含まれない場合もあることが
指摘されている（Van Gorp, 2010:94）。本研究で
は、単一のフレームの導出を行い、それ以外のフ
レームを設定しない。それは、本研究の目的が、
歴史的な文脈のなかで、対象とする時期の気候変
動交渉に関する報道が行われていたのかを記述す
ることにあり、 一般的なメディア・ フレーム
（Semetko & Valkenburg, 2000）を特定すること
ではないからである。
　なお、1980 年代末の国際政治の中で地球温暖
化を大きく扱っていたのは「朝日」、「読売」であ
り、新聞メディア全体での注目はまだ温暖化に向
いていなかった5。
４．気候変動交渉に対する「ポ
スト冷戦フレーム」の構築
　次に、より広く歴史的な事実まとめ、そして、
地球温暖化を中心とした地球環境問題に関する新
聞記事から「ポスト冷戦フレーム」を設定する。
まず、冷戦終焉期を簡単に整理し、核の脅威、安
全保障の変化、そして、それらと結び付けられて
いく地球温暖化を整理していく。
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４．１　冷戦の終焉
　1970年代は米ソ間で戦略兵器制限交渉（SALT）
が開始され、デタント（緊張緩和）が進む。しか
し、1979 年にソ連がアフガニスタンに侵攻し、
東西冷戦の緊張は再度高まった。この新冷戦と呼
ばれる時期を終わらせ、冷戦を終焉させたと言わ
れるのがゴルバチョフの登場である。1985 年、
ソ連共産党書記長に就任したミハイル・ゴルバチ
ョフによって、改革（ペレストロイカ）および新
思考外交が掲げられ、東西冷戦は一気に終焉へと
向かい始める。1987年には米ソ間で中距離核戦
力全廃条約（INF）が調印され、核戦争の脅威も
薄まる。 冷戦の象徴とされた「ベルリンの壁」
も、1989年11月10日に崩壊する。1989年12月、
マルタ島にてゴルバチョフと当時米国大統領のジ
ョージ・H・W・ブッシュが会談し冷戦の終結が
宣言され、1990 年 10 月 3 日に東西ドイツが統一
される。これにより40年以上続いてきた米ソ2大
大国による秩序構造が終わりを告げるのである6。
４．２　核戦争の脅威
　次に、冷戦の変遷を、人類の脅威として考えら
れた核戦争の脅威の変遷として整理してみたい。
　４．２．１　米ソの軍拡と核兵器開発
　米国は、1950 年代から核兵器開発を進め、60
年代には保有数が3万発を超える。ソ連は、1960
年代から開発を進め、1986年には最大で4万5千
発を保有するまでに至る 7。全世界で核兵器保有
は最大7万発を超え、米ソは「人類全体を何回も
殺害し得る『過剰殺戮』の能力を獲得」（梅本、
2004: 108）する。資本主義圏と社会主義圏に配
備された核兵器は、核戦争の勃発を予見させるに
は十分な状況であり、そして、その脅威と不安は
欧州で表面化する。
　４．２．２　「欧州における中距離核兵器配備」
問題
　1970年代後半には、ソ連の中距離核兵器の配
備に対応して、NATOも配備を決定する。この
動きに対して、1981年10月10日、当時西ドイツ
の首都ボンに約30万人が集まる抗議集会が開か
れ、これをきっかけに、1983年まで続く欧州に
おける歴史的な反核運動が始まる。この反核運動
の歴史的な背景には、欧州を核戦争の戦場にする
なという「ユーロシマ（Euroshima）」という標
語に現れる「核戦争の恐怖」があると指摘されて
いる（高橋、1999: 5-8）。さらに、1979 年 3 月に
発生した米国スリーマイル島の原発事故も、「核
戦争の恐怖」を引き起こす社会的な出来事であ
り、「戦域核が配備されることによって、（広域圏
の一つではある）欧州のみを対象とする限定核戦
争 が 起 き る の で は な い か と い う 強 い 不 安
（Angst）が広まった」（同: 7、カッコ内筆者）の
である。
　４．２．３　「核の冬」
　そして、核戦争の脅威が、欧州限定ではなく、
「人類の脅威」として位置づけられるのは、カー
ル・セーガンによって1983年に提唱された「核
の冬」によってである。「核の冬」とは、核兵器
による放射性汚染に加えて、核爆発やそれによっ
て生じた火災により、微粒物質が大気中に巻き上
げられ日光を遮り、地球が寒冷化するという現象
である。セーガンの発表後、人類全体への影響が
憂慮され、世界的に研究が進んだ。日本では、
1985 年に「核の冬－第三次世界大戦後の世界」
として翻訳、販売され、これらの研究成果は新聞
報道でも報じられている 8。この核の冬の提唱に
より、核戦争は欧州に限定された核戦争ではな
く、人類の危機を引き起こすものとして認知さ
れ、人類全体に対する脅威として位置づけられ
た。1985年に登場するゴルバチョフは、この核
戦争という「人類の脅威」を、東西冷戦という緊
張関係の中で、回避するためにINF全廃を持ち
だしたと言われている9。
　４．２．４　INF（中距離核戦力）全廃へ
　それが実現するのが、1987年9月にINF全廃合
意と同年12月のワシントンにてINF全廃条約の
調印である。これにより「人類の脅威」としての
核戦争の存在もすこしずつ薄れていくことにな
る。太田の言葉を借りれば、このINF条約締結
と、それに続くベルリンの壁の崩壊、そして、ソ
連の解体は、「東西対立に起因する核超大国によ
る全面核戦争の脅威を『現代政治の現実』という
前衛から『歴史的事実』という後衛へ後退させ
た」（1999: 109） のである。 この変化により、
「人類の脅威」という言葉だけが残ることになり、
「新しい脅威」を受け入れる状態は整ったと考え
ることができるだろう。
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４．３　オゾン層の破壊
　地球環境問題という分類では、オゾン層の破壊
も当然、人類にとっては脅威であるが、オゾン層
の破壊は「新しい脅威」として語られたのであろ
うか。
　４．３．１　オゾンの低下の発見
　1961年からオゾンの観測が始まるが、1982年9
月オゾン量の異常な低下が昭和基地とハレー基地
で初めて観測された（神沼、2009: 108-111）。そ
して、1985年、Farmanら（1985）がこのオゾン
量の低下がフロンによるオゾンの破壊によるもの
で あ る こ と を 発 表 す る。 そ し て、1986 年 に
Stolarskiら（1986）が人工衛星画像を解析し、画
像という形で発表したことにより、「オゾンホー
ル」はマス・メディアに取り上げられ、世界的に
認知されるようになる。
　４．３．２　オゾン層破壊の脅威
　オゾン層が破壊されることで懸念されたのが、
皮膚ガンと白内障である。オゾン量の低下によっ
て、紫外線量が増えることで、 有棘細胞ガンと基
底細胞ガンが増えることが予想される。また、紫
外線量の増加は白内障を引き起こすとも考えられ
ている 10。冷戦終焉期に地球全体に降り注ぐ紫外
線が人類の脅威になるという関係付けが行われる
ことは十分考えられる。
　４．３．３　モントリオール議定書
　しかし、オゾン層の保護のためのウィーン条約
が採択されるのは、1985 年である。 そして、
1987年には「オゾン層を破壊する物質に関する
モントリオール議定書」がカナダにて採択され、
1989年には発効する。オゾンホールの発見と原
因物質の特定と、ほぼ時を同じくしてウィーン条
約が採択されている。そして、議定書により、特
定フロンは1989年7月から、ハロンは1992年1月
から、1986 年レベルで凍結、 削減に関しては、
特定フロンは93年7月に20％、98年7月に50％
削減が合意される。
　オゾンホールが視覚化され、一般大衆が認知す
ることが容易になった1986年以降すぐに、フロ
ン規制のための国際条約が署名され、具体的な削
減議論が始まっている。重要なのは、1985年は、
ゴルバチョフが登場する年であり、冷戦終焉はま
だ見えない時期である。つまり、オゾン層の破壊
が、核戦争に次ぐ「新しい脅威」として位置づけ
られるには規制への動きが少し早かったのであ
る11。
　しかし、地球環境問題が地球規模で人類の脅威
になり得る事象であることには違いなく、「核の
冬」そして、オゾン層の破壊が1980年代に浮上
したことにより、国境を超えた「脅威」つまり
「人類の脅威」という言説は徐々に構築されてい
ると考えられる。事実、1980年代後半から、多
国間での地球環境条約が採択される数が増加して
おり（山田、2006: 181）、人類が「人間以外の脅
威に気付」きはじめた時期と言えるだろう（亀
山、2011: 2）。
４．４　環境安全保障
　この国際政治の中の変化として、冷戦終焉と安
全保障概念の変化が指摘されている（竹内、
1998: 45-50）。もともと安全保障の概念では、脅
威とは「伝統的には軍事的脅威」とされていた
（落合、2001: 158）。しかし、その安全保障とい
う概念の中に環境破壊による脅威が加わるという
言説が登場する。開発に関する国際的な議論の中
では、1980年から環境や資源が脅威として語ら
れるようになっていた（ブラント委員会、1980: 163; 
ブルントラント委員会、1987: 42）。そして、1988年
には、当時のソ連外相シュワルナゼが「生態学的
安全保障」に言及し（後述）、ゴルバチョフも国
連でのデタント宣言をする演説の中で、「地球環
境への脅威」に言及している（米本、1994: 52-55）。
そして、1989 年には、Mathews（1989）、Myers
（1989）、Westing（1989）らが相次いで環境安全
保障に関する学術論文を発表し、その流れは国際
政治、そして学術のなかで確固たるものになる。
環境安全保障では、環境破壊が直接、または、そ
れに起因する紛争が人命への脅威であり、福祉水
準を低下させ脅威をもたらすと考えられており、
軍事行動における環境配慮もその概念に含まれて
いる（落合、2001:152-157）。この概念が発展して
きた背景には、もちろん、先に見た核戦争の脅威
やオゾン層の破壊といった地球規模の脅威が背景
にあることは否定出来ないだろう。
　以上広く歴史的な事実を整理することで、地球
温暖化が国際的な議題になるまでには歴史的な文
脈があることが確認できた。次に、地球温暖化・
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気候変動問題が国際政治の議題として報じられる
時期である1980年代末に、どのような報道が行
われたのかを整理する。
４．５　ポスト冷戦フレームの構築
　1990年前後は、冷戦の終焉期でもあり、それ
にともない核戦争という人類の脅威も「歴史的事
実」へと後退していく。その中で地球環境問題が
新聞でどうのように報じられていたのか。この点
を整理することで、どのようなフレームが構築さ
れたのかを考察してみたい。
　４．５．１　地球環境問題の政治化
　1988年を境に、国際政治の舞台では、地球環
境問題に関する発言が紙面で掲載され始める。当
時英国首相マーガレット・サッチャー、ソ連のゴ
ルバチョフ書記長、その年の大統領選を制し第
41代となるブッシュ大統領が気候変動や地球温
暖化問題に言及する（赤尾、1993: 34）。 特に、
1988年9月27日に、当時ソ連外相のシェワルナ
ゼが国連で行った演説が、それまでのソ連の態度
が一変したという印象を世界に与えたと言われる
（米本、1994: 52）。シェワルナゼは、INF条約が
米ソ間で批准・発効したことに言及し、地域紛争
の終結に触れた後、次のように述べる。
たぶん現在は、われわれの環境に対する脅威
が確実に迫っている、初めての時であろう。
この第二の戦線は、核と宇宙における脅威と
同じ程度に、その緊急性を高めている。現在
は、何らかの地球レベルのコントロールなし
には、平和的・創造的といわれている人類の
活動が、地上のすべての生活の基礎に対する
地球次元での攻撃に転化してしまうことに、
明確に気がついた初めての時であろう。現在
は、通常の軍事手段を用いた防衛を基本とす
る国レベルや世界レベルの安全保障という伝
統的な考え方が、いまや完全に過去のものと
なり、早急にあらためられなくてはならな
い、という主張のなんたるかを、明確に理解
するようになったはじめての時であろう。環
境カタストロフの脅威という前にあっては、
二極化したイデオロギー的世界という対立図
式は、却下される。生命圏（Biosphere）に
は、政治ブロック・同盟・体制という区切り
など一切存在しない。すべての人が、同じ気
象体系を共有しており、誰一人として環境防
衛という自分だけの孤立した地位に立てるわ
けではない。人口の第二の自然、つまり技術
圏（Technosphere）は、きわめて脆弱なも
のであることがはっきりした。多くの場合、
その破綻はたちまちのうちに国際的で地球レ
ベ ル の も の と な る ……12（Shevardnadze, 
1988; 米本訳、1994: 52-53）
　シェワルナゼの発言には、まさに「環境安全保
障」が内包され、イデオロギーを超えた脅威とし
て地球環境問題が結び付けられている。この発言
に代表されるような各国の首脳の発言は、「環境
外交」の始まりとして報じられている。朝日は、
「『地球温室化』に腰あげる各国　環境外交動き出
す」（1988年12月20日）という見出しから、「ゴ
ルバチョフ・ソ連共産党書記長も国連演説で、地
球レベルの環境保護対策の重要性を強調するな
ど、国際政治の場で、地球環境保全が大きなテー
マになってきた」と伝え、このような国際政治の
動きは、環境の「政治化現象」（朝日 1988 年 12
月26日）として環境と政治とが関係づけられて
いる。
　・ 軍縮機運の高まりを受けて、核戦争のぼっ発
という「急性病」への危機感が少し弱まり、
地球環境の悪化というジワジワ進む「慢性
病」型の危機に関心が高まってきたとの見方
もある（朝日 1988年12月20日）
核の脅威から地球環境問題の脅威へ、そして、安
全保障へとその関係付けが見られ、歴史的な変化
を反映した組織化が確認できる。冷戦終焉期にお
けるこれらの世界的な指導者たちの発言により、
地球環境問題が重要議題であるという言説が広ま
り、 それと呼応して環境関連の国際会議が翌
1989年に相次いで開かれる。年明けにこの動向
は「環境外交」として再び報道される。
　・ 「環境外交を柱に　9 月に東京で国際会議　
政府方針」（朝日 1989年1月1日）
　・ 環境問題に対する地球的関心の高まりを反映
して今年は、『環境外交元年』（外務省筋）と
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言われるほど関連の国際会議がオンパレード
だ（読売 1989年1月3日）
これらの記事から、環境問題と国際政治を結びつ
ける「環境外交」という新しい関係付けが定着し
つつあることが見て取れる。
　1989年3月に開催される「ハーグ環境首脳会議」
に関連する報道では、開催前から「環境問題の政
治化」、そして、「主導権争い」という語が登場する。
　・ 「活発化した地球環境論議　ソ連が積極姿勢　
欧米でも政治的課題」（朝日 1989年2月22日）
　・ 「パリサミット　具体案で調整難航　主導権
争いも絡み環境問題で米仏さや当て」（読売 
1989年2月26日）
　朝日は、環境問題が注目される理由として、ソ
連の欧州との有効な関係づくりと政治改革に有利
に働くとし、欧州はECの市場統合を前に冷戦構
造から続く米ソによる支配構造への「揺さぶり」
「ヨーロッパに主導権を回復しようという思惑」
があると報じている（1989年2月22日）。環境が
各国の政治的な理由からの主導権争いへと関連づ
けられている。
　読売も、「環境問題は、『一種の政治的争点』
（政府筋）となっているのが現状」と伝え、仏国
は環境サミットを提唱した米国を招待せず、米国
が「『不快感を抱いている』(政府筋)」こと、同3
月にオゾン層保護の国際会議を主催した英国が不
参加であり、「“主導権争い”とも見えるさや当て」
行っていると報じている（読売 1989年2月26日）。
各国の動きが、主導権争いと関係付けられている。
　さらに朝日は会議開催後も「先進国は主導権争
い　ハーグ環境サミット舞台裏」（朝日1989年3
月12日）と見出しを立て、「地球温暖化の防止を
呼びかけた11日のハーグ（オランダ）環境サミッ
トは、舞台裏で先進国間の熱い主導権争いがあっ
た」と再び報じている。
　社説においては、「地球の環境破壊は国や人種
の利害を超えた人類共通の敵として、現実のもの
になった。この人間の『天敵』に立ち向かうこと
は、究極の国際政治の課題といってもいい」（朝
日 1989年3月12日）と明確に、地球環境問題を
「人類共通の敵」と位置づけ、「究極の国際政治の
課題」という関連付けを行っている。
　読売も、「世界の地球環境問題をめぐる大国の
主導権争いが浮き彫りにされる形になった」（読
売 1989年3月12日）と報じ、「『環境会議』に各
国の事情　南北問題や主導権争い　真の解決、道
険しい」（読売 1989年3月18日）と題し、一連の
地球環境関連の会議に触れ、「地球環境は国際政
治の一大テーマになったようだ」と解説している。
　これらの報道に見られるように、地球温暖化が、
冷戦終焉期における政治的な主導権争いという文
脈の中に置かれている。それと同時に、地球環境
や地球温暖化が人類共通の課題、脅威として関係
付けられている。これは先に整理した、冷戦の終
焉、核の脅威、安全保障の変化と連関しているこ
とを示している。つまり、新しい関係づけとして
のフレームが構築されつつあることとして捉えら
れるのである。
　４．５．２　フレームの基準化
　1989年7月に開催されたアルシュ・サミットは、
環境問題が主要議題の一つとして議論されたサ
ミットであり、経済宣言の3分の1が環境問題に
言及され、このサミット以降、地球環境問題が重
要議題として位置づけられたと言われている 13。
朝日と読売はこのサミットの経済宣言で環境問題
が言及されたことに関して異なる表象を与えてい
る。
　まず、朝日は、この宣言に対して、「追認に終
わった」「苦悩の表れ」「追認するにとどまる」
「PR臭が強い」などの表象を用いる。
　・ 「追認に終わったアルシュ・サミットの環境
問題」（朝日 1989年7月18日）
主要先進国首脳会議（アルシュ・サミット）
は、皮肉なことに、この問題の難しさをまざ
まざと世界に見せつける結果になった。首脳
たちの関心と熱意は、経済宣言の約3分の1
を「環境」に費やすという異例の扱いになっ
たが、中身は多岐にわたる問題について、既
定方針の再確認と各国の関心を網羅した感が
深い。長文は、サミットが新たな方向性につ
いて合意を見いだすに至らなかった苦悩の表
れでもある。
（フランスと米国の）2つの流れがある。…。
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米仏両国が歩み寄り、先進国の足並みが1つ
の流れに統一されるのではないかという期待
があった。が、結果は何の調整もなされない
まま従来の流れを追認するにとどまった。
…。各国の関心をそのままサミットの宣言に
ねじ込んだ感じだ。その意味では、世界に対
する処方の提示というよりは、自国向けのＰ
Ｒ臭が強い。（カッコは筆者加筆）
このような批判的な解説を行うことは、すでに地
球環境問題を「人類共通の敵」と位置づけ、「究
極の国際政治の課題」という関連付けを構築して
いる朝日にとっては当然の評価であり、このよう
な課題を解決するための環境交渉は進展させるべ
きであるという基準からの評価である。言い換え
れば、人類共通の脅威である地球環境問題と地球
温暖化問題を解決するためには、各国の利害を超
えた協力が必要という認識が前提にあると考えら
れ、このサミットの宣言がそれに反するためこの
ような表象になっていると考えることができる。
　一方、読売はこのサミットを前に、社説で欧州
での安全保障の変化について言及している。「サ
ミット、東西融和へのうねりの中で　『環境問題』
も討議へ」と題し、「東西関係の劇的ともいえる
融和へのうねりの中で開かれる」（1989年7月13
日）サミットとして位置づけている。
◆「地球環境」が切迫した議題に◆
地球の温暖化やオゾン層破壊　　。環境問題
がこれほど切迫感を伴った重要議題となるの
は、今サミットが初めてだ。
　　西欧世論の高まりが、その背景にある。……
　　 環境への関心の高まりは、三年前のチェルノ
ブイリ原発事故や工場火災によるライン川の
大汚染、昨年夏の北海のアザラシ大量死な
ど、衝撃的な事件が続いたせいもある。が、
東西関係の改善で安全保障に関する不安が薄
れたのが大きい。戦争と環境問題の、不安の
順位が逆転した。
　　 陸続きの欧州では、実際、環境問題を戦争の
脅威と同様、国家の安全保障にかかわる問題
としてとらえている。他国の環境汚染が直接
に自国を脅かす土地柄から、全地球的な対策
が必要だと訴えている。
東西融和という冷戦終焉の歴史的な文脈の中に、
環境問題、脅威、そして、安全保障とが関係付け
られ、すでに構築された関係付けが再生産されて
いる。
　そして、読売は、このサミットを、気候変動交
渉を前進させるものとして報じる。
　・ 「地球温暖化を防止する国際条約制定の推進
が高らかにうたわれる見通しである。今年五
月ナイロビで開かれた国連環境計画（UNEP）
理事会は、条約制定決議を採択しており、サ
ミットはこの成果を再確認する」（読売 1989
年7月10日）
　・ 「今回の宣言は、これまでの一連の動きを不
動のものにした。これが一番の成果だろう」
（読売 1989年7月19日）
読売は、このサミットを「一連の動きの推進力」、
「これまでの一連の動きを不動のものにした。こ
れが一番の成果」と報じているように、地球環境
問題、そして、地球温暖化問題の解決という共通
の目標に対して前進していると捉えている。読売
も、それまでに行われてきた国際政治での言説を
受けて、このサミットを位置づけていると言える。
　この宣言への評価は分かれるものの、「地球環
境問題を解決するための会議である」という共通
の認識とともに、冷戦の終焉、主導権争い、人類
の脅威、環境安全保障から要素が選択され、それ
らが関係付けられ、その関係付けを前提とし報道
がおこなわれている。つまり、構築されたフレー
ムが、その後の出来事を評価する基準として参照
されているのである。
　４．５．３　フレームの表出
　ハーグ環境サミット、アルシュ・サミットを経
て、「地球環境保全に関する東京会議」が、1989
年9月に東京で開催される。この会議は、1988年
のトロント・サミットにてその重要性を認識した
当時の竹下首相により開催が計画されたもので
あった。この会議の報道で、一連の報道の中で構
築されてきたフレームが機能する。
　当時の国連環境計画（UNEP）事務局長であっ
たトルバの内容を朝日、読売ともに取り上げてい
る。朝日は、「人類の脅威、汚染へ“共闘”　地球
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環境東京会議スタート」（朝日 1989年9月11日）
と見出しをつけ、「人類共通の脅威となった地球
規模の環境破壊にどう立ち向かうか」と切り出
し、「国連環境計画のトルバ事務局長は、人類が
直面する最も深刻な脅威は地球温暖化だ、と指
摘」したことに言及している。
　読売も、「地球守る東京会議開幕　環境重視の
成長・開発を　基調講演で途上国への援助強調」
（1989年9月11日）と題し下記のように講演内容
を報じている。
UNEPのムスタファ・トルバ事務局長が「現
在の地球環境の問題は人類が直面した中で最
も大きく厳しい脅威だ。これが地球の全員の
未来に脅威をもたらすことは明らかで、この
予測に不確定要素があるからといって、行動
を遅らせることはできない。我々のベストは
今、行動すること。これは倫理的な責任であ
り、世代や国を超えた責任である」と熱っぽ
く訴えた。
毎日は、別の講演者から地球環境問題によって
「人類の生存基盤が脅やかされている」（毎日　
1989年9月11日）と引用している。
　このように、朝日、読売、毎日ともに、講演内
容で言及される人類の脅威という要素を選択し、
この会議の意義や目的を伝えようとしている。ま
た、この要素が選択されるということは、この関
係付けでこの会議を表象し記事にすることが適切
だと判断されたことも示している。これは、講演
者の発言をただ繰り返しているのではなく、言い
換えれば、今までの国際政治での諸出来事への報
道に照らしわせて、正当性を持ち、再生産するに
値するものとして、この選択を伴う関係付けが記
者によって判断されたことを示しているのであ
る。
４．６　地球温暖化におけるポスト冷戦フレーム
の構築
　今まで見てきたように、冷戦終焉期において、
核戦争の脅威の後退、環境安全保障の登場と連動
しつつ、地球温暖化は、国際政治の中で議題とし
て扱われてきた。冷戦構造から次の国際関係への
移行という文脈の中で環境外交という政治的な主
導権争いと関係付けられ、核戦争の脅威と、安全
保障概念の変化からの人類共通の脅威、課題とし
て位置づけられてきた。このような要素の関係付
けから、1990年以降に待つ国際政治レベルでの
気候変動交渉を報じる際に参照されるフレームが
この時期に構築されたと考えると、次のようなフ
レームが構築されたと考えることができるだろ
う。
「冷戦が終焉に向かう中、地球環境問題、地
球温暖化問題が登場し、この問題を通して冷
戦後の主導権争いが見られた。しかし、この
問題は新しい人類の共通の課題、脅威であ
り、人類が国、イデオロギーを乗り越えて取
り組むべき問題である。冷戦が終わる今、こ
の課題の解決に向かい前進していくべきであ
り、今後その方向に進むはずだ」
これを新聞報道における「気候変動交渉に対する
ポスト冷戦フレーム」と名付ける。このフレーム
が冷戦終結後の状況のなかで作用し、「人類の脅
威」「環境問題の政治化」「主導権争い」への関係
付けが再生産される。このポスト冷戦フレームを
通して、地球温暖化問題への対応を議論する国際
会議は「課題の解決に向かい前進していくべき」
会議として位置づけられていくことが予想され
る。すでに、アルシュ・サミットに対する朝日の
報道にはその断片が見られた。しかし、このフ
レームには、この課題をどのように解決するの
か、つまり、解決策が組み込まれていない。最後
に、このポスト冷戦フレームおいて解決策として
位置づけられる二酸化炭素抑制がどのような経緯
でフレームの中で正当性を得るのかを整理してお
きたい。
４．７　二酸化炭素抑制の正当性
　このポスト冷戦フレームの中で解決策として位
置づけられるのが「人為的二酸化炭素排出削減」
である。科学者により人為的排出による二酸化炭
素の増加が地球温暖化に影響を与え、気候変動を
引き越すのではないかという主張は1980年代を
通して行われている。1985年のフィラッハ会議
にて温室効果ガス濃度の上昇が地表の平均気温の
上昇させることが科学的アセスメントとして合意
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され、その後、1987年に、ベラジオ会議にて科
学者と政策者によって対策の協議が進んだ。そし
て、1988 年のトロント会議では「2005 年までに
CO2 を20％減らすことを目標に定める」ことが
提案される。この科学側からの要請がその後の国
際政治において議論の前提となっている。
　この「二酸化炭素の排出削減」という解決策が
正当性を得るのが、ノールトヴェイク会議であ
る。ハーグ宣言においても一部議論されるが、明
確な数値目標を含めて初めて議論されたのはこの
会議である。もちろん、アルシュ・サミットを
1989年「地球環境外交年」のハイライトとみる
考え方もある（太田、1995: 25）。しかし、すで
に見たようにアルシュ・サミットの報道からはそ
の「ハイライト」としての表象は見られていない。
　1989年11月、オランダが主催しノールトヴェ
イクで「大気汚染と気候変動に関する閣僚会議」
が開催される。この会議においては、温室効果ガ
スの排出量凍結が議論され、政治宣言が出され、
「地球温暖化防止対策に第一歩を踏み出す画期的
な会議」と評されている14。
　この会議は、オランダが提示した「先進国によ
る二酸化炭素排出量を2000年までに1989年レベ
ルに凍結することで合意する目標案」が議論され
る。この案は3次案であり、1次案では、「先進国
は2000年までにCO2 排出を30％削減」、2次案で
は「20％削減」が提案されていた。そして、最
終的に3次案の「凍結」が本会議で議論されるこ
ととなる。最終的には、「先進工業国の炭酸ガス
排出量（世界の75％を占める）を2000年までに
一定水準に凍結するなど、地球温暖化をもたらす
温室効果ガスの排出規制に基本的合意」を得る15。
　そして、新聞報道においても、この会議は重要
な会議として位置づけられている。
　・ 「2000年までの凍結を原則的にうたった点で、
温暖化防止対策に第一歩を踏み出す画期的な
会議」（朝日 1989年11月8日）
　・ 「環境問題への配慮からエネルギー消費に枠
を作るという歴史的な一歩を踏み出した」
（読売 1989年11月8日）
この「画期的」で「歴史的な」会議によって、二
酸化炭素の排出削減に正当性が付与され、ポスト
冷戦フレームにおける解決策として「二酸化炭素
削減」が組み込まれる。そして、この「二酸化炭
素削減」が正当性を得るということは、ポスト冷
戦フレームが基準として作用する際に、その目的
を達成するのが遅れる、または、その対策を支持
しないということは、否定的な評価を招くことが
予期されるのである。
　すでに、ポスト冷戦フレームは構築されている
と考えると、この時点の会議で各国はどのように
表象されていたのか。日本や米国の振る舞いは、
次のように表象されている。
　・ 「米国、日本、英国などは、経済成長への影
響を懸念、時期、レベル両面で目標の設定に
難色を示している。…、目標値決定はIPCC
にまかせるべきだ、というのが、慎重論を取
る国々の主張だ」（朝日 1989年11月3日）
　・ 「日本はこの会議を前に、凍結に対して慎重、
積極の二様の対処方針を作成しており、この
『抑制』案は慎重な立場のもの。」（読売 1989
年11月4日）
　・ 「何としても目標値設定を回避しようと懸命
な活動を進めているのは日、米、英の西側３
国。二酸化炭素規制は経済成長に重大な影響
があるので慎重な対応が必要、との考えだ」
（朝日 1989年11月6日）。
このように、会議前は抑制案を支持しない側は慎
重な立場として表象されている。しかし、会議が
進み、宣言の採択後では、次のような表象になる。
　・ 「地球の温暖化防止に積極策を取ろうとする
ヨーロッパ勢と対照的に、消極姿勢に終始し
たのが米国と日本」（朝日 1989年11月8日）
　・ 「二酸化炭素排出抑制　日本の姿勢、後ろ向
きの印象ぬぐえず」（読売 1989年11月8日）
　会議が進むにつれ、抑制案に反対する国は「慎
重」から「消極」へと関係付けが変化し16、「積極
的な」欧州諸国と対比的に関係づけられている。
「消極的」か「積極的」かという軸で各国の姿勢
が評価されていることから、先に構築したポスト
冷戦フレームが基準として作用していると見て取
れ、そして、その関係付けの中で、二酸化炭素排
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出規制が対策として正当化されたことをも示唆し
ている。
　この会議で先進工業国の炭酸ガス排出量を2000
年までに一定水準に凍結することなどを含んだ温
室効果ガスの排出規制が議論、合意されたこと
で、国際政治おいても正当化された。この会議以
後、正当性を得た二酸化炭素の排出削減がポスト
冷戦フレームに組み込まれ、このフレームを基準
に報道が行われていくことが予想できる可能性が
さらに強まった17。
５．考察
　1980年代の国際情勢、および地球環境問題に
関して整理し、さらに、80年代末の新聞報道を
整理してきた。そこから見られたのは、気候変動
交渉に対する「ポスト冷戦フレーム」の構築の可
能性である。新聞紙面において、冷戦終焉期に政
治や外交と関係付けられた地球温暖化は、「人類
の脅威」として位置づけられ、それらの関係付け
は繰り返し確認された。この関係付けという持続
的なパターンは、フレームが構築された可能性を
示唆するものである。そして、このフレームが基
準として作用していく可能性も示唆された。つま
り、結果として2つの仮説が得られた。一つが、
気候変動交渉に対する「ポスト冷戦フレーム」が
構築されたという仮説と、もう一つが、この構築
されたフレームが1990年から1992年の気候変動
交渉において基準として使用されるという仮説で
ある。
　また、本稿が対象とした時期にいち早く報道を
行っていた朝日、読売でこれらの関係付けが確認
できたことから、次の疑問が生じる。それは、毎
日新聞でも朝日と読売で構築されたフレームが確
認できるようになるのか、それとも全く異なるフ
レームが構築されるのかどうかである。
　これらの仮説と疑問は、フレームの主流形成
（Entman, 1993）という点から見ると重要な仮説
と言える。この後の報道を分析し、毎日が朝日、
読売と同様のフレームを見せていくのかどうかと
いうことを確認する必要があるだろう。もし、確
認されれば、フレームの主流形成がこの時期の気
候変動交渉という一連出来事を通して確認される
ことになる。また、毎日が別のフレームを形成す
る可能性が示されれば、それは主流なフレームの
対する、代替フレームとして構築されたことを示
す知見となるだろう。そして、それらのフレーム
が1990年代後半での気候変動交渉において、同
様に再生産されるのか、それとも全く別のフレー
ムに取って代わられるのかを分析することで、大
きな歴史的な変化の中でのフレーム構築の通時的
な変化を捉えることができるだろう。
　また今回の試みで、フレームの構築を分析する
にあたり、手法として、すでに指摘されている歴
史的背景や文化などの歴史的な文脈を参照するこ
との有用さを示唆する知見の一つとなったと言え
るだろう。なぜならば、新聞紙面のみからこの
「ポスト冷戦フレーム」を特定することは困難
だったからだ。地球温暖化には、政治以外にも、
科学的な要素、経済的な要素、国外と国内など
様々な要素を内包する事象である。そういった一
般的な関係付けやカテゴリーを超えた歴史的な文
脈から構築されるフレームを特定するには、歴史
的な諸事実との関係付けからフレームの導出を試
みることが有用である。
　本稿の研究では、質的な分析を行ったため、こ
の時期の気候変動交渉報道において特徴的なフ
レームが構築され、それがその後基準として作用
するという仮説を提示したにすぎない。今後、こ
の「ポスト冷戦フレーム」が基準として適用され
ていくのかどうかを確認することで、本稿で得ら
れた知見の妥当性が評価されることになるだろう。
また、手法的な発展として、提示された仮説をも
とに、量的分析を行うことで、３紙の着目点や、
国や組織の表象の違いなどより詳細に分析するこ
とができるかもしれない。今後のさらなる研究に
期待したい。
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［注］
 1 環境省「2012年度（平成24年度）の温室効果ガス排出
量（確定値）について（お知らせ）」にて、目標達成を
公式発表。
 2 朝日新聞の竹内は、「温暖化交渉は、東欧崩壊と東西
対立緩和の中にあった。…（中略）…。東西対立の緩和
は、「核戦争の恐怖」を小さくし、核の影に隠れていた
多くの他の国際的課題を押し上げる働きをした。その一
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つが地球規模の環境の悪化の問題であり、これが安全保
障上の新たな不安要因として語られるようになってき
た。」（竹内、1998:47）という認識を持っていた。
 3 ソ連の崩壊が未だ見えていなかった1985年にオースト
リアで「二酸化炭素およびその他温室効果ガスの、気候
変化とその影響における役割のアセスメントに関する国
際会議」（フィラッハ会議）が開かれた。この会議では、
国連環境計画と世界気象機関の共催で行われた地球温暖
化に関する国際会議であり、温室効果ガスの増加、温室
効果ガス全体が2030年までに二酸化炭素換算で濃度が産
業革命以前の2倍になること、そして、2倍になると地表
温度が1.5~4.5度上昇することが科学的に合意された。そ
れらの影響を含めて研究調査がまだ不十分であることな
ども指摘されていたが、科学者が国際的な声明を出した
重要な会議である（米本、1994: p.19-20）。この会議に関
して竹内は次のように振り返っている。「記者たちは何
を書いていいのかに戸惑い、ほとんど記事には出なかっ
た。マスメディアの世界ではまだ『温暖化』というテー
マはなかった」（竹内、1996:16）
 4 朝日新聞の竹内はその著作の中で「地球温暖化と政
治」に関して指摘している。当時取材を行っていたこと
から朝日でこのような記述が見られる可能性は高い。
 5 朝日、読売、毎日、日経各社のデータベースを使用
し、「温暖化or温室効果or気候変動」で全紙面に対して
全文検索をした。朝日は535件（1984～1989年）、読売
は 429 件（1986～1989 年）、 毎日 167 件は（1987～1989
年）、日経は、41 件（1980～1989 年）であった。なお、
毎日は1986年以前の記事が収録されていない。
 6 田中は、冷戦期の冷戦史研究においては、「米ソ両超
大国間のイデオロギーおよび戦略外交両面での対立関係
によってもっぱら規定されていたとみる」「米ソ冷戦史
観」が支配的であったと指摘している。そして、冷戦史
研究の再検討の必要性に言及している。つまり、冷戦史
研究においてそうだったように、日本のマス・メディア
の冷戦に対する認識枠組みが、米ソ間の対立を軸とした
「米ソ冷戦史観」（田中：2001）を超えて報道を行うとは
考えにくい。つまり、米ソという主導権を握る2つの大
国による対立関係という認識枠組みからすれば、ポスト
冷戦において「誰が主導権を握る」かという点が関心に
なることは当然考えられることである。
 7 「2007 年の世界の核状況」http://kakujoho.net/ndata/
nstat.html#id2、2014/02/06
 8 「核の冬、日本は直撃免れても破滅　科学者グループ
予測」（朝日 1985年9月13日）、「核戦争あれば数十億人
死ぬ　気温は30度低下／国連予測」（読売 1988年5月24
日）、「間接的死者は10～40億人に　　国連版『核の冬』
報告書」（毎日 1988年5月24日）など。
 9 1987年12月10日付きの毎日新聞の記事では、「ゴルバ
チョフ書記長の外交問題ブレーンの一人」である「ソ連
『ノーボスチ』通信社のワレンチン・ファーリン」が、
ゴルバチョフがINF全廃の方針を打ち出した理由として
「七〇年代末から八〇年代初めに“核の冬”などの概念が
生まれ、現存核兵器の五－一〇％が使用されれば地球が
壊滅することが判明したからだ」と述べたことを報じて
いる（「ノーボスチ通信社社長はＳＳ20配備が『最善で
なかった』と発言」1987年12月10日）。
10 国立環境研究所「環境科学解説：オゾン層の破壊－過
去・現在・未来－」http://www.nies.go.jp/escience/ozone/
index.html；なお、1991年末にオゾン層破壊の影響につ
いて、国連環境計画が予測を発表する。オゾン層破壊が
進めば2000年までに皮膚癌が26％増加し、白内障患者
も160万から175万人増加すると予測が出される。まさ
に、地球規模で被害が出ることが示されている（赤尾、
1993 :189）。
11 1988年12月の国連総会において、「現在および将来世
代のための地球気候の保護に関する決議」が採択され、
その中で「気候変動が人類の共通関心事」という語が使
用されている（岩間、1999:129）。しかし、ウィーン条約
では、「オゾン層の変化により生ずる悪影響から人の健
康及び環境を保護する」（前文より）ことが目的とされ
ている。
12 Shevardnadze, United Nation General Assembly, 28 
September 1988. 落合（2001: 173）は「チェリノブイリ
事故を契機として、ソ連のイニシアティブによって環境
を安全保障と結びつける動きが強まったと言われてい
る」 として Schrijver（1989） の指摘や、Timoshenko
（1990: 130）を紹介している。日本のジャーナリストた
ちがこのようなソ連の政治的意図をもった環境と安全保
障を結びつけた言説に影響を受けたと考えることがで
き、それを受容するだけの国内の状況は先にみたように
整っていたのである。しかし、ソ連から発せられた言説
からのみ影響を受けたと考えることは単純化しすぎてい
る。むしろ、ソ連の言説に以外にも、他の国際的なリー
ダーから同様な言説が発せられたことのほうがより
ジャーナリスト、日本の政治家に影響を与えたと考える
べきだろう。
13 環境白書http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/honbun.
php3?kid=207&bflg=1&serial=9849
14 原子力百科辞典　ATOMICAhttp://www.rist.or.jp/
atomica/data/dat_detail.php?Title_No=01-08-05-06；EIC
ネットhttp://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=2112
15 原子力百科辞典　ATOMICAhttp://www.rist.or.jp/
atomica/data/dat_detail.php?Title_No=01-08-05-06
16 毎日新聞もこの会議の前後で「慎重」から「消極」へ
と表象が変化する。「「二〇〇〇年時点での二酸化炭素
（CO2）排出量を現状レベルに凍結する」とのオランダ宣
言案に対し、支持が大勢を占めたが、日本、アメリカは
慎重論を主張して対立、起草小委員会を設置して妥協案
づくりに入った」（毎日 1989年11月4日）、「世界環境閣
僚会議　二酸化炭素反対、 消極的だった日本」（毎日 
1989年11月8日）と、慎重から消極へと変化している。
読売は、朝日毎日に比べて明確に「慎重」から「消極」
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へ変化したわけではなく、「慎重」を一貫して使用して
いる。しかし、会議後の解説において、「後ろ向き」と
いう表現を用いていることは、朝日、毎日が消極と表象
するものを婉曲的に表現していると考えることが妥当だ
ろう。
17 環境安全保障というフレームを仮に設定した場合、人
類の脅威から地球温暖化を位置づけ、その為の対策とし
て二酸化炭素抑制を対策として位置づけることができ
る。つまり、環境安全保障フレームとして構築されたと
考えることができるわけである。しかし、環境安全保障
という概念では、国家、主権、そして、軍が環境安全保
障においては「有害な存在」とされる場合がある（落
合、2001: 158）。既に見てきたような「主導権争い」と
いう国家間の争いを位置づけられない。また、新聞報道
に見られる「ポスト冷戦フレーム」は冷戦終焉期の国際
的な変化から地球温暖化を位置づけており、1980年代を
通してまとめられた「環境安全保障」という歴史から語
られているわけではないことに注意する必要がある。
　　　　　　　　　　
参考文献
赤尾信敏（1993）『地球は訴える: 体験的環境外交論』世界
の動き社。
Bovens, M., & Hart, P. T. (1998). Understanding policy 
fiascoes. Transaction publishers.
Boykoff, M. T., & Boykoff, J. M. (2004). Balance as bias: 
global warming and the US prestige press. Global 
environmental change, 14(2), 125-136.
Carvalho, A., & Burgess, J. (2005). Cultural circuits of 
climate change in UK broadsheet newspapers, 1985–
2003. Risk Analysis, 25(6), 1457-1469.
Entman, R. M. (1993) Framing: Toward clarification of a 
fractured paradigm. Journal of communication, 43(4), 
51-58.
Gamson, W. A., Croteau, D., Hoynes, W., & Sasson, T. 
(1992). Media images and the social construction of 
reality. Annual review of sociology, 18(1), 373-393.
岩間徹（1999）「地球温暖化と国際法」 信夫隆司 編『環境
と開発の国際政治』南窓社、129-157.
Jensen, K.B. (2002). Media effects: Quantitative traditions. 
In K.B. Jensen (Ed), A handbook of media and com-
munication research: qualitative and quantitative 
methodologies (pp.138-155). Oxon: Routledge.
亀山康子 (2011)「序論 環境とグローバル・ポリティクス」
『国際政治』166号、1-11.
烏谷昌之 (2001)「フレーム形成過程に関する理論的一考察: 
ニュース論の統合化に向けて」マス・コミュニケー
ション研究、 (58) 78-93.
Lilleker, D. G. (2006) Key concepts in political communica-
tion, Sage.
Manoff, R. K. (1986). Writing the news (by telling the’sto-
ry’). Reading the News. New York: Pantheon Books, 
197-230.
Mathews, J. T. (1989) Redefining security. Foreign af-
fairs, 68(2), 162-177.
Mazur, A. (1998). Global Environmental Change in the 
News 1987-90 vs 1992-6, International Sociology, 13(4), 
457-472.
McComas, K., & Shanahan, J. (1999) Telling stories about 
global climate change measuring the impact of narra-
tives on issue cycles. Communication Research, 26(1), 
30-57.
Mikami, Shunji and Takeshita, Toshio., Nakada, Makoto. 
and Kawabata, Miki. (1995) The media coverage and 
public awareness of environmental issues in Japan In-
ternational Communication Gazette 54: 209-226
Myers, N. (1989) Environment and security. Foreign Poli-
cy, (74), 23-41.
落合浩太郎（2001）「環境安全保障　拡散する概念」赤根
谷ら他（2001）『新しい安全保障論の視座 : 人間・環
境・経済・情報』 亜紀書房、150-182.
太田宏（1999）「地球温暖化をめぐる国際政治」信夫隆司 
編『環境と開発の国際政治 』南窓社、98-129. 
Reese, S. D. (2001). Prologue--Framing public life. S. Reese, 
O. Gandy, & A., Grant (Eds.), Framing Public Life: 
Perspectives on Media and our Understanding of the 
Social World. 
 Reese, S. D. (2010). Finding frames in a web of culture. P. 
D“ Angelo & JA Kuypers (Eds.), Doing news framing 
analysis, Empirical and theoretical perspectives, 17-42.
Semetko, H. A., & Valkenburg, P. M. (2000). Framing Eu-
ropean politics: A content analysis of press and televi-
sion news. Journal of communication, 50(2), 93-109.
竹内敬二（1998）『地球温暖化の政治学』 朝日選書。
田中孝彦（2001）｢冷戦史研究の再検討―グローバル ･ヒ
ストリーの構築に向けて」一橋大学法学部創立五十周
年記念論文集刊行会編 『変動期における法と国際関係』
有斐閣、523-547.
Trumbo, C. (1996) Constructing climate change: claims 
and frames in US news coverage of an environmental 
issue. Public Understanding of Science, 5(3), 269-283.
米本昌平（1994）『地球環境問題とは何か』岩波新書。
Van Gorp, B. (2010). Strategies to take subjectivity out of 
framing analysis. Doing news framing analysis: Em-
pirical and theoretical perspectives, 84-109.
Westing, A. H. (1989) The environmental component of 
comprehensive security, Security dialogue, 20(2), 129-
134.
早稲田政治公法研究　第106号
37
永井　健太郎（ながい　けんたろう）
	 所　　属　早稲田大学大学院政治学研究科博士後期課程（ジャーナリズム）
	 最終学歴　早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科修士課程修了
	 所属学会　科学技術社会論学会、マス・コミュニケーション学会
	 研究分野　マス・コミュニケーション、環境報道
